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1．はじめに
　経済発展過程における地域間の労働移動は，農業部門から工業部門，あるいは農村から都市への労
働力移動として示され，経済発展の重要な現象として捉えられてきた。そのため，労働移動に関する
問題は，開発経済学の分野においても主要な研究領域として位置付けられており，現在も多くの研究
が行われている。
　地域間労働移動に関する従来の研究は，新古典派モデルやルイス・モデルに代表されるように，低
開発国の地域間賃金格差に焦点を当てたものであった。その後，これらのモデルはハリス＝トダロに
よって修正され，期待所得に焦点をあてた労働移動モデル，いわゆる「雇用確率モデル」が主張され
ることになる。
　このように，労働移動モデルは，「地域間賃金格差」と「労働移動」の問題を扱った研究が多く，
また，モデルの殆どは低開発国を想定したものであるが，地域間労働移動の問題は低開発国のみなら
ず，先進諸国においても重要な政策課題であると考えられる。とりわけ，我が国においては，戦後の
地域開発政策において，都市圏と地方圏との間の格差是正，産業，人口の一極集中問題の解決等が政
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策目標として掲げられており，地域間格差と人口移動の問題が重要な政策課題とされてきた。そのた
め，我が国における地域間労働移動の分析を行う際には，労働移動に関する諸理論を考察し，これら
の理論の我が国への妥当性を吟味することが不可欠であるとともに，地域開発政策の観点から労働移
動を検討することが重要であると考えられる。
　そこで本稿では，このような問題意識に基づき，地域間労働移動に関する諸理論の検討と，我が国
への妥当性について考察を行う。具体的な課題としては，低開発国における二重経済構造と労働移動
モデルの考察，さらにはMトダロの人口移動モデルの我が国への妥当性を吟味する。以下では，次
節において，二重経済構造における労働移動モデルの検討を行い，第3節においてトダロの人口移
動モデルを概観する。その後，第4節において，トダロ・モデルの批判的検討と我が国への妥当性
を吟味し，最終節では，地域開発の観点から我が国の地域間労働移動の検討を行う。
2．二重経済論と地域間労働移動
（1）ルイス・モデル
　ニ部門経済論における代表的論者として，A．ルイスの「無制限労働供給」がある1。彼のモデルは
他の生産要素（資本や土地）と比較して，相対的に労働力人口の大きい低開発国を想定したものであ
り，経済を農村の「自給部門」と都市の「都市産業部門」に分けることで経済発展過程の説明を試み
た。彼によると，低開発国における農村部門の限界生産力はゼロかまたは無視し得るほどに小さいと
し，偽装失業の存在を指摘している2。農村部門に偽装失業が存在する経済においては，近代工業部
門の発生に伴い農村部門から都市部門への労働力の移動が可能となるが，ここで農村部門の賃金が生
存維持水準で決定されると仮定すると，都市部門の賃金が農村部門の生存維持賃金水準を上回る限
り，農村から都市への労働移動が行われることになる。この場合，都市部門に対する農村部門からの
労働供給は完全弾力的となり，無制限労働供給が行われることになる。これらをまとめたのが図2．1
である。
　上図より，縦軸には都市部門の限界生産力，横軸には労働供給量が描かれている。都市部門の労働
需給は，労働需要曲線（LD），と農業部門からの労働供給曲線（Ls）の交点（P）によって求められ
るが，農業部門に偽装失業が存在するため，農業部門から都市部門への労働供給は，生存維持水準
（OW）のもとで完全弾力的となり，無制限労働供給が行われる。
　農村部門からの無制限労働供給により，都市部門では急速な資本蓄積による経済規模の拡大と，そ
れに伴う労働需要増加がみられるため，労働市場の新たな均衡はP’点に移行するが，ここでも労働
供給曲線は完全弾力的であり，したがって農業部門からの無制限労働供給が継続される。
　農村部門から都市部門へのこのような労働移動は，農村部門の余剰労働が無くなる点まで続くこと
になる。農村部門の余剰労働力が枯渇すると，農村部門の賃金も限界生産力によって決定されること
になるが，ルイスはこれを転換点（Tuming　point）と呼んだ。
　以上のように，ルイスは低開発国経済について，労働の無制限供給が経済発展の条件であるとし，
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図2．1ルイスの無制限労働供給モデル
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　　（New　York：Academic　Press，1972，　pp．80）’を修正し引用。
急速な資本蓄積こそが経済発展の中心的課題であるとした3。ルイスの労働移動モデルはその後，レ
ニス（Ranis）＝フェ・イ（Fei）の3局面モデルによって精緻化されることになる。
（2）レニス＝フェイ・モデル
　前述したルイスの労働移動モデルを修正し，精緻化させたものがレニス＝フェイによって主張され
た二重経済モデルである4。彼らは低開発国経済を「最低生存費部門」と「資本主義的部門」の二部
門に分けることで経済発展過程の分析を試みた5。ここで，「最低生存費部門」とは農業部門，「資本
主義的部門」は工業部門のことであるが，彼らは農業部門に大量の過剰労働力が存在し，これらの労
働力が工業部門へ吸収されることで経済発展が可能となるとしている。また，彼らは経済発展過程を
3つ局面に分けて説明を行っているが，それを示したのが，図2．2（a）一（c）である。
　図2．2（a）は，工業部門の限界生産高（縦軸OP）および工業労働力（横軸OW）と，工業部門の労
働需要曲線（dtf），労働供給曲線（Stt’S’）が描かれている。また，図2．2（b）は農業部門の平均生産
高（縦軸AN）と農業労働力（横軸OA）が，図2．2（c）は農業部門の総生産（縦軸OB）と農業労働
力（横軸OA）がそれぞれ描かれている。
　図2．2（c）より，農業部門の労働投入量OAに対する総生産量はAXで表される。農業部門の一人当
たり生産量は，農業総生産（AX）を農業部門の総労働力（OA）で除した値として求められるが，
レニス＝フェイ・モデルにおいては，この一人当たり農業生産量を「制度的固定賃金水準」と呼び，
制度的固定賃金の下で農業部門から工業部門へ無制限に労働供給が行えるとした。工業部門への無制
限労働供給と経済発展の関係について，レニス＝フェイ・モデルでは3つの局面に分けて説明を行
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っている。以下，図を用いてそれぞれの局面について検討を行う。
　レニス＝フェイ・モデルの第1局面は，農業部門から工業部門への労働移動が農業部門の生産量に
何ら影響を与えない領域，つまり農業部門における労働の限界生産力がゼロの領域で表される。この
ことは，図2．2（b）および（c）のADによって示されている。この場合，農業部門の労働投入量ADは
農業生産に貢献していないため，これらの労働力が工業部門へ移動しても農業部門の生産量に影響を
与えない。また，農業部門の賃金が制度的固定賃金水準によって決定されていることから，工業部門
は「制度的固定賃金水準」と同額の低賃金で，農業部門から労働力を無制限に獲得することができる。
ただし，この局面においては，農業部門から工業部門への労働移動に伴い，農業生産性が増加するた
め，農業部門において余剰が発生する。このことは，図2．2（c）の労働移動AGに対する農業余剰JF
によって表されており，レニス＝フェイ・モデルではこれを「総農業余剰」と呼んだ。農業部門にお
ける総農業余剰は，工業部門への流出した労働者への食糧供給を意味しており，工業部門へ流出した
労働力で総農業余剰を除した値，つまり，工業部門の一人当たり食糧消費を「平均農業余剰」と呼ぶ。
　次に第1局面は，農業部門の労働の限界生産性は正であるが，制度的固定賃金水準よりも低い領域
によって表される。このことは，図2．2（c）の曲線CRによって示されている。点Cは農業部門の労働
の限界生産力がプラスに転じる点であるが，レニス＝フェイ・モデルにおいては，この点を「食料不
足点」と呼んでいる。「食料不足点」とは，「平均農業余剰」が「制度的固定賃金」より小さくなる点
であり，工業部門の一人当たり食糧消費が不足する点として表される。また，曲線CRの任意の点に
ついて接線の傾きを求めた場合，点Rを除くいかなる点においても，直線OX（制度的固定賃金水
準）の傾きよりも小さい。このことは，第皿局面において，農業部門における労働の限界生産力が固
定的賃金水準よりも低いことを意味している。この場合，農業部門の賃金水準は依然として制度的固
定賃金水準によって決定され，農業部門から工業部門への労働供給が継続される。
　第皿局面は，農業部門労働の限界生産性が制度的固定賃金を上回る領域によって表される（図2．2
（b）のOP，図2．2（c）の曲線OR）。これらの領域では，農業部門における労働の限界生産性が制度的
固定賃金を上回っているため，農業部門の賃金水準は「制度的固定賃金」ではなく，農業部門の限界
生産性によって決定される。レニス＝フェイ・モデルにおいては，農業部門の賃金水準が限界生産性
によって決定される点を「商品化点」と呼んでいる（図2．2（b）のU点）。
　以上をまとめると，レニス＝フェイ・モデルにおいては，限界生産力がゼロで「余剰労働力」が存
在する第1局面と，限界生産力は正であるが，制度的固定賃金水準よりも小さいという意味で「過剰
労働力」が存在する第皿局面，さらに限界生産力が制度的固定賃金を上回り，農業一人当たり所得が
限界生産力によって決定される第皿局面に分けることができる。レニス＝フェイ・モデルでは，制度
的固定賃金のもとでの農業部門から工業部門への無制限労働供給により，工業部門の急速な資本形成
が可能となり，資本ストックの増加による経済規模の拡大が行われる。また，経済規模の拡大に伴う
工業部門の労働需要の増加は，農業部門から工業部門への労働移動を一層促進させることになるが，
このような労働移動の過程は農業部門の一人当たり所得が限界生産力によって決定される点，いわゆ
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る「商品化点」に達するまで続くことになる。
　レニス＝フェイ・モデルにおいては工業部門が「食料不足点」に達するまで無制限労働供給が行わ
れ，その結果として工業部門の資本形成が促進されるとしているが，低開発国経済が工業化に成功す
るための条件として，彼らは「工業部門の雇用吸収速度」が「人口の増加率」よりも大きいことを挙
げている6。
（3）ジョルゲンソン・モデル
　ジョルゲソソソの2部門モデルは，経済発展過程を一貫して新古典派理論で説明することを試み
た7。前述したルイス・モデルやレニス＝フェイ・モデルは，農業部門に偽装失業が存在し，農業部
門から工業部門への無制限労働供給が行われることで，急速な経済発展が達成されること主張したも
のであったが，ジョルゲンソン・モデルは農業部門の偽装失業を否定することから出発しており，農
業部門についても新古典派理論によって説明ができるとしている。これらを示したのが図2．3－2．4で
ある。
　上図より，農業部門の生産関数をF3（L）およびF4（L），工業部門が提示する最低生存賃金を直線
図2．3　限界生産力と最低生存費
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OAとし，その傾きは工業部門が提示する最低生存賃金を表す。この場合，アの生産を行うために投
入される労働量はL3であり，限界生産力は生産関数F3（L）との接線によって表される。ここで工
業部門が提示するの最低生存賃金（OA）と，労働力L3の下での農業部門の限界生産力を比較する
と，工業部門が提示する最低賃金が農業部門の限界生産力を上回っている。したがって，生産関数
F3（L）の下では，農業部門を新古典派理論（限界原理）で説明することはできない。しかしながら，
農業部門の技術進歩により，生産関数がF4（L）にシフトした場合について考えると，生産量Yの生
産を行うために投入される必要労働量L4となる。この場合，限界生産力は直線Cの傾きで表され，
工業部門の提示する最低生存賃金と一致する。
　このように，農業部門の技術進歩によって生産関数が上方ヘシフトし，アの生産量の下での労働
限界生産力が最低生存賃金と一致した時点で，農業部門についても新古典派理論によって説明するこ
とが可能となる。これをジョルゲンソソ・モデルでは「商品化点」と呼んでいる8。
　農業部門が商品化点を迎えて以降は，新古典派の限界原理によって説明が可能となるが，これを示
したのが，図2，4（a），（b）である。技術進歩によっ七生産関数がさらにシフトした場合，労働投入量
五4の下での生産量はYlとなり，生産関数の傾きが最低生存賃金と等しくなる。農業，工業両部門で
利用可能な総労働力をLとすると，工業部門における利用可能な労働力Lm＝L一五4はとなるが，工
業部門の労働需要が利用可能労働力Lmを上回る場合には農業部門から工業部門への労働移動が行わ
れる。これにより，商品化点を越えて農業部門からの労働力移動が行われると，農業部門では新古典
派の限界原理によって賃金が決定されるようになり，最低生存賃金以上の賃金が支払われることにな
る。また，農業部門の賃金上昇に伴い，工業部門でも賃金が上昇することになるが，このことはジ最
低生存賃金以上の水準で従事する農業部門労働者を工業部門で雇用するためには，工業部門において
も最低生存賃金以上の賃金を提示しなければならないことによるものである。したがって，工業部門
への労働供給曲線は，農業部門が商品化点を迎える点（L4）を境に右上がりの曲線になるが，商品
化点以降は農工両部門の限界生産力が一致する点で賃金が決定し，両部門への労働配分が行われる。
　最後に，ジョルゲンソソ・モデルでは経済発展の条件として，工業化に伴う労働移動により，農業
部門での食料不足が起きないことを挙げている。彼は，工業部門に労働需要が発生しても，食料不足
によって労働供給が行えなければ経済発展が停滞するとしており，技術革新や土地拡大によって農業
部門の生産関数をシフトさせることが重要であるとしている9。
（4）二重経済論と労働移動のまとめ
　以上，二重経済論における諸モデルの検討を行った。これらの諸理論は，モデルの前提条件や産業
部門の設定に関して違いは見られるものの，農業から工業，あるいは農村から都市への労働移動を扱
ったモデルであり，労働移動の決定要因を賃金格差に求めたモデルである。
　しかしながら，これらのモデルは，’「低開発国において，都市部門に大量の失業が存在するにも関
わらず，農村から都市への労働移動が加速している現象」について，何ら説明を与えていない。つま
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り，地域間労働移動の決定要因を「賃金格差」に求めているため，地域間の賃金格差が収束した時点
で均衡が得られるとしている。前述したように，現実の低開発経済においては，都市失業の存在を前
提とした労働移動が行われており，これらのモデルと現実経済との整合性について，多くの問題点が
指摘されている。
3．M．トダロの人ロ移動モデル
　前節において，二重経済論と地域間労働移動に関する考察を行った。これらの労働移動モデルは後
にハリス＝トダロによって修正がなされている。本節ではトダロ・モデルの基本的枠組みを整理し，
低開発国における地域間労働移動の決定要因を吟味する。
　地域間労働移動に関する従来の研究は，二重経済の下で農村部門から都市部門への労働移動が行わ
れ，それによって都市部門の急速な資本蓄積が可能となり，経済発展が達成されることを示したもの
であった。そこでは，生存維持水準で賃金が決定される農村部門から，より高い賃金水準で雇用され
る都市部門への労働移動が行われることを想定していた。
　これらの労働移動モデルは，地域間賃金格差によって労働移動が行われることを想定したものであ
るが，トダロ・モデルにおいては，地域間労働移動の決定要因を「賃金格差」ではなく，都市と農村
の「期待所得格差」に求めている10。彼は，低開発国経済の都市部門に大量の失業が存在するにも関
わらず，農村から都市への労働移動が依然として続いている事実に注目し，これらの現象が従来の労
働移動モデルでは説明できないことを指摘した。
　トダロ・モデルにおいては，移住者が農村と都市の労働市場を検討し，移住後の期待所得利得が最
大化されるように職業決定が行われると仮定している11。ここで期待所得とは農村，都市の両部門に
おける賃金格差と，都市部門への移住後に職を得る確率によって計測される12。したがって，移住者
は都市部門へ移動した後に得られる期待所得と現在の農村部門の平均所得を比較して，前者が後者を
上回る場合に移動を行うことになる。つまり，農村から都市への労働移動M．は，
　　M．＝P・Wu－Wr＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3－1）
のケースにのみ実現される13。但し，Pは都市部門で職を得る確率，耽は都市部門の実質所得，　Wr
は農村部門の平均所得である。具体的には，ある期間（ここでは1年間）において，農村部門の平
均収入を100万円，都市部門の実質所得を150万円，都市で職を得る確率を50％とすると，都市部門
の「期待所得」は70万円になる。このケースでは，都市部門の期待所得が農村の平均所得を下回る
ため，農村から都市への労働移動は合理的ではない。逆に，職を得る確率が70％のケースでは，都
市部門の「期待所得」は105万円となり，農村から都市への労働移動が行われることになる。職を得
る確率は，総都市労働人口に対する工業部門労働人口の割合で表される。
　このように，トダロ・モデルにおいては，新古典派モデルが想定するような2地域間の賃金率格
差の均衡概念ではなく，期待所得の均衡概念を用いた労働移動モデルが採用されている。これらを示
したのが図2．5である。
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図2．5　トダロの人ロ移動モデル
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　上図より，農業部門と工業部門の2部門を想定する。ここで，農業部門の労働需要を曲線AA’と
し，工業部門のそれを曲Wt　MM’とする。総労働力は横軸のOAOMで表されている。新古典派モデル
においては均衡賃金水準が両曲線の交点Eで決定され，雇用量は農業部門で（O．　LX），工業部門で
（O．L訪）となるが，トダロ・モデルでは工業部門の賃金水準に下方硬直性を仮定しているため，同
部門の賃金水準は恥に決定される。この場合，労働力O〃L〃は高い制度的賃金の下で工業部門に
雇用されるが，残りの労働老OA　LMは交点Eよりも低い賃金水準（噸＊）で農業部門に従事するこ
とになる。前述したように，期待所得は，都市部門の実質賃金（VV．）と職を得る確率で表されるが，
これら期待所得と農村所得との均衡点は，
　　肱一集（Vi］r．）　　　　　　　　　　　　　　（・一・）
となる。但し，Lusは総都市労働人口，　LMは工業部門労働力人口である。
　つまり，（3－2）式は農業所得と都市部門の期待所得（都市部門の実質賃金と雇用確率の積）が等し
いことを表しており，この場合，移住者が都市，農村のどの部門で雇用されるかは判別できない。こ
のような無差別点の軌跡は曲線qq’によって与えられ，均衡点はZで示される。農業部門において
は，賃金水準WAの下でOALAの労働力が，都市部門では賃金水準晦の下でOML〃の労働力が雇
用されることになる。さらに残りの労働力Lusについては，失業状態か都市部門のイソフォーマル
セクターで従事することになる。
　以上がトダロ・モデルの概要である。トダロ・モデルは，低開発国の地域間労働移動が「期待賃金
格差」によって生じるとしているが，このような賃金格差は，先進国である我が国においても同様に
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存在している。老のため，トダロ・モデルが我が国のような先進国においても妥当性を持ち得るの
か，言い換え．nば，「期待賃金格差によって我が国の地域間労脚移動を説明できるのか」を検討する
ことは，今後の我が国開発政策を考えるうえでも極めて重要であると考えられる。
　次節では，トダロ・モデルの我が国への妥当性を吟味するとともに，モデルの批判的検討を通し
て，我が国の地域間労働移動の決定要因に関する考察を行う。
4．　トダロ・モデルの批判的検討と我が国への妥当性
　前述したように，トダロ・モデルは，労働移動の決定要因を「期待賃金格差」に求めたモデルであ
る。つまり，農村から都市への労働移動（M．）は，M．＝P・W。－Wr＞0但し，（P＝都市部門で職を
得る確率，肌＝都市部門の実質所得，Wr＝農村部門の平均所得）として表されていた。このこと
は，都市部門の期待所得格差が農村部門の平均所得を上回る場合には，農村から都市への労働移動が
行われることを示したものであり，賃金格差によって労働移動が生じることを主張したものである。
　トダロ・モデルは，本来，低開発国を想定したものであるが，地域間の期待賃金格差や失業率格差
は，我が国においても同様に存在することが考えられるため，トダロ・モデルの我が国への妥当性を
検討することで，我が国の地域間労働移動に関する示唆を得ることができると思われる。したがっ
て，以下では，我が国の低所得地域である沖縄県と都市圏との期待賃金格差，および沖縄県とこれら
表4－1都市圏と沖縄県の平均賃金
単位：千円
年 東京 大阪 愛知 都市圏平均 沖縄 ＊賃金格差（％）
1998 400 366 343 370 256 69．3
1999 396 366 342 368 260 70．7
2000 397 359 344 367 266 72．5
2001 406370 349 375 271 72．3
2002 367 333314 338 232 68．6
出所：「賃金センサス」労働省政策調査部編，各年。
＊賃金格差は都市圏平均賃金を100とした場合の沖縄県の賃金
表4－2都市圏の期待賃金と沖縄県の平均賃金
　　　　　　　　　　　　　　　　　　単位：千円
年 期待所得（都市圏平均） 沖縄県 ＊賃金格差（％）
1998 351 256 72．8
1999 350 260 74．3
2000 349 266 76．3
2001 357 271 76．0
2002 320 232 72．5
出所：「賃金センサス」労働省政策調査部編，各年。
＊賃金格差は都市圏平均賃金を100とした場合の沖縄県の賃金
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都市圏間の人口移動状況の考察を行う14。
　表4－1および表4－2は，沖縄県と都市圏（東京，大阪，名古屋）の平均賃金格差と期待所得を示
したものである。
　上表より，沖縄県と都市圏の賃金を比較すると，1998年には都市圏平均賃金が37万円であるのに
対して，沖縄県のそれは256，000円であった。その後，2002年には，都市圏の平均賃金338，000円に
対して，沖縄県は232，000円となっており，都市圏と沖縄県との間には，約10万円の賃金格差が存在
している。また，トダロ・モデルにおいては，都市部門の期待所得を「平均賃金×職を得る確率」と
しているため，本稿における期待所得を「都市圏の平均賃金×職を得る確率（1一失業率）」と定義
し，期待所得を用いて沖縄県と都市圏の賃金格差を比較すると，期待所得を用いたケースでは，実績
値を用いたケースに比べ沖縄県と都市圏の賃金格差は縮小するものの，賃金格差の是正はみられな
い15。したがって，我が国においても，低所得地域と都市圏との間には依然として賃金格差が存在し
ていると言える。
　次に，表4－3は都市圏と沖縄県との人口移動状況を示した表である。2002年の沖縄県から都市圏
への転出者数は，東京3，896人，大阪1421人，愛知1，491人となっている。これに対して，都市圏か
ら沖縄への転入者数は，東京4，027人，大阪1，766人，愛知1，484人であり，都市圏から沖縄県への転
入超過となっている。また，1998年～2001年においても，同様の傾向がみられており，高所得地域
である都市圏から低所得地域への人口移動がみられる。
　これらの考察を通して，トダロ・モデルの我が国への妥当性を鑑みると，「期待所得格差が地域間
労働移動の主要な決定要因である」とするトダロ・モデルの基本命題は，我が国においては妥当しな
い可能性が示唆される16。つまり，トダロ・モデルでは「期待賃金格差」によって農村部から都市部
への人口移動が行われるとしているが，我が国においては，都市圏から低所得県（沖縄県）への転入
者数が，低所得県（沖縄県）から都市圏への転出老数を上回っており，期待賃金格差と地域間労働移
動との間に明確な因果関係がみられない17。
　したがって，トダロ・モデルを我が国へ適用する際には，期待所得格差の他にイソフラ整備率や教
表4－3　沖縄県から都市圏への転出者数，および都市圏から沖縄への転入者数
単位：人
東
?
大
? ?
知
年
（1）転出者数 （2）転入者数 （1）転出者数 （2）転入者数 （1）転出者数 （2）転入者数
1998 4082 4493 1562 1880 1664 1641
1999 3948 4233 b1578 2007 1528 1739
2000 3756 4227 1510 1838 1428 1491
2001 3930 4024 1436 1692 1508 1431
2002 3896 4027 1421 1766 1491 1484
出所：「住民基本台帳人口移動報告年報」総務省統計局，各年。
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育水準，居住環境などの社会的指標を考慮したモデルを構築する必要があり，これらの社会的指標を
考慮した場合，トダロ・モデルは以下のように修正される。
　　Mur＝1）・Wu－Wr・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－1）
但し，P＝職を得る確率，肌＝都市圏の実質賃金，　W，＝地方圏の実質賃金，　Ur地方圏で受ける生活
便益である。（4－1）式は，「都市圏の期待所得」が「地方圏の実質賃金に生活便益を乗じた値」を上
回る場合にのみ労働移動が行われることを示している。地方圏で受ける生活便益としては，当該地域
の産業創出率やインフラ整備率，公共サービス，医療，教育，文化，習慣，住宅環境などが考えられ
る18。
　また，経済的要因について考えた場合，当該地域において「職を得る確率」以外に「職を続けられ
る確率」を考慮する必要があると思われる。当該地域で職を得た後，継続して仕事を続けることは，
習得技術の向上を通じて生産性の向上に寄与することを意味しており，将来の賃金上昇の期待を高く
すると考えられる。そのため，（4－1）式に「職を続けられる確率」を加え，我が国について考えると，
地方圏から都市圏への地域間労働移動（M．）は以下のように示される19。
　　M．＝Pu’Wu。1）1－V」Vr・P2・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－2）
但し，Pu＝都市圏で職を得る確率，肌＝都市圏の実質賃金，　Pl＝都市圏で職を続けられる確率，　Wr
＝地方圏の実質賃金，P2＝地方圏で職を続けられる確率，　Ur＝地方圏の生活便益である。このこと
は，地域間労働移動が，「実質賃金×職を得る確率」で表される期待所得格差のみならず，「当該地域
で職を続けられる確率」や「地方圏で享受できる生活便益」によっても規定されることを示している。
　以上の議論は，地域間労働移動に関するフローの概念，つまり，労働者の地域間移動の決定要因に
関する議論であり，ここでは失業者に関する議論は捨象されている。しかしながら，沖縄県の高い失
業率を考えた場合，失業者に関する移動決定モデルの構築は不可欠であると考えられることから，ト
ダロ・モデルでは暗示的に扱われている「生活コスト」を明示的に示し，失業者の移動決定要因を考
えると，失業者の地域間移動（Mu）は，
　　Mu＝Pu・Wu－Pr’Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－3）
但し，Pu＝都市圏で職を得る確率，既＝都市の実質賃金，　Pr＝地方圏で職を得る確率，　U，・＝＝失業手
当となる。この場合＿Pu＞Pr，耽＞Urのケースでは，失業者の都市圏への移動が行われることにな
る。ただし，（4－3）式は「地方圏において失業者が受ける生活便益」が考慮されていないため，ここ
で，（4－3）式に「地方圏の生活便益（の」を加えると，
　　ノレfu＝Pu’Wu－Pr’Ur・Ur＞0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4）
となる。（4－4）式は失業者の地域間移動の条件を示すものである。この場合，P。＞Pr，既＞Urのケー
スでも，失業者が享受する「地方圏の生活便益（Ulr）」が「都市圏の期待所得（Pu・肌）」を上回る場
合，失業者の都市圏への移動は行われないことを示している。
　（4－4）式を用いて沖縄県を考えると，「沖縄県で享受できる生活便益」が「都市圏の期待所得」を
上回っていることが示唆される。この場合，Pu・既くUであり，その結果，
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　　MuニP紹・既一P7・ur・Uく0　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4－4’）
となる。つまり，沖縄県においては，都市圏との賃金格差，あるいは期待所得格差は存在するもの
の，それを上回る生活便益を享受できるため，全国平均の2倍という高失業率にもかかわらず失業
者の都市圏への移動が促進されないと考えられる。このことは，沖縄県への転入超過現象，県外就職
率の低さからも明らかであり，したがって，（4－4’）式が妥当性を持つものと考えられる。
　以上，トダロ・モデルの我が国への妥当性と労働移動の決定要因に関する考察を行った。地域間労
働移動の決定要因は，国や地域，あるいは経済発展の段階によっても変化することが当然考えられ
る。本稿ではトダロ・モデルを修正することで我が国への妥当性を吟味することができた。したがっ
て，これまで検討してきた種々の労働移動モデルは，経済発展の一定の段階では妥当性を持つもの
の，高度に発展した経済においては，モデルの妥当性が失われることが考えられる。とりわけ，我が
国においては，経済活動のグローバル化の進展や行政面における分権化の推進により，地域住民の価
値観や選好基準が多様化しており，地域間労働移動の決定要因が極めて複雑になっていると考えられ
る。そのため，経済的要因のみで我が国の地域間労働移動を捉えることはもはや不可能であり，今後
は，医療や福祉，イソフラ整備率，さらには地域の習慣や制度などの地域特性をも考慮したより包括
的な労働移動モデルを構築していく必要性があるといえよう20。
5．　おわりに
　本稿は，二重経済論における地域間労働移動モデルの検討を行うとともに，トダロ・モデルの我が
国への妥当性を吟味し，地域間労働移動の決定要因に関する考察を行った。これらをまとめると以下
の通りである。
　二重経済論における労働移動モデルは，モデルの「前提条件」や「産業部門の定義」に関して違い
があるものの，農業から工業，あるいは農村から都市への労働移動を扱ったモデルであり，労働移動
の決定要因を賃金格差に求めたモデルである。そのため，地域間の賃金格差が解消された時点で均衡
が得られ，労働移動が収束するとしている。しかしながら，これらのモデルは「都市において大量の
失業が存在するにも関わらず，農村から都市への労働移動が加速する」という低開発国の命題につい
ては何ら説明を与えておらず，現実経済との整合性の問題が指摘されてきた。
　トダロ・モデルは，期待所得格差の概念を用いることで，これらの命題に理論的解釈を与えたので
あるが，このような期待賃金格差，および失業率格差は，先進国である我が国においても同様に存在
していると考えられる。そのため，トダロ・モデルの我が国への妥当性を吟味することで，我が国の
地域間労働移動の決定要因に関する考察を行った。その結果，「期待賃金格差」のみで我が国の地域
間労働移動を捉えることは困難であり，トダロ・モデルは我が国へは妥当しない可能性が示唆された。
　地域間労働移動の決定要因は，国や地域，あるいは経済発展の段階によって様々であり，これまで
検討してきた種々の労働移動モデルも経済発展の一定の段階でのみ妥当性を持つものと思われる。と
りわけ，我が国においては，経済活動のグローバル化の進展や行政面の分権化の推進により，地域住
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民の価値観や選好基準が多様化していることから，地域間労働移動の決定要因も極めて複雑になって
いると思われる。そのため，経済的要因のみで我が国の地域間労働移動を捉えることはもはや不可能
であり，今後は，医療や福祉，インフラ整備率，さらには地域の文化や制度などの地域特性をも考慮
したより包括的な労働移動モデルを構築していく必要性があるといえる。
【注】
1See，　W．　A　Lewis，　Economic　DeveloPment　with　Unlimited　SuPPties（）f　Labor．（Manchester　School　of　Economic　and
　Social　Studies，1954．）
2偽装失業の概念は，生産に何ら貢献していないという意味で「労働の限界生産性がゼロ」である状態と定義さ
　れる。偽装失業に関する詳細は，絵所秀紀r開発の政治経済学』日本評論社，1997年，17ページを参照。
3ルイス・モデルに関する詳細は，鳥居泰彦『経済発展理論』東洋経済新報社，1979年を参照。
4See，　G．　Ranis＆J．　C　Fei，ATheor　y　ofEconomic、Development，（American　Economic　Review，1961．），J．　C　Fei＆G．
　Ranis，　Development　Of　Labour　Su2Pltts　Economy，（Theory　and　Policy　Yale　Univ．　Press，1964．）
5二重経済論におけるレニス＝フェイの労働移動モデルについては，前掲『経済発展理論』，秋山　裕『経済発
　展論入門』東洋経済新報社，1999年などに詳しい。
6工業化過程におけるレニス＝フェイ・モデルの詳細は，中村文隆「工業化過程における技術と雇用」『政経論
　叢』明治大学，1976年を参照。
7See，　D．　W　Jorgenson，　The　l）evelopment〔of　a、DUal　Economy（Economic　Journal　Vol　71，1961．）
8秋山（1999）はジョルゲンソン・モデルの特徴として，①マルサス的均衡ではなく，新古典派理論による説明
　を試みていること，②モデルの中心課題を農業部門の商品化点に置いていることを挙げている。
9前掲『経済発展論入門』154ページ参照。
10See，　M．　P　Todaro，　A　Model　ofLabor　Migration　and　Urban　Unemψloyment　in　Less　DeveloPed　Countn’es，（American
　Economic　Review，1969．），J．　R　Harris　and　M．　P　Todaro，　Migration，　Unemψ　loyment　and　De　ve　loPmen　t：、A　Two　Sec－
　tor　Analysis，（American　Economic　Review，1969．）
11M・トダロ（岡田靖夫監訳）『M・トダロの開発経済学』国際協力出版会，1997年，341ページ。
12トダロ・モデルにおける期待所得の定義は，「都市の平均賃金×就職確率」として表される。この場合，就職
　確率は，総都市労働要員に対する製造部門の雇用量の比で表される（前掲『M・トダロの開発経済学』，345ペー
　ジ。）
13トダロ・モデルの数学的証明については，M・トダロ（鵜川武久訳）『発展の経済学』日韓文化出版社，1981
　年，346－347ページを参照。
14沖縄県を考察対象としたのは，①一人当たり県民所得が全国最下位（2002年）であり，都市圏との賃金格差が
　大きいこと，②沖縄県の失業率は，全国平均失業率の約2倍で推移しており，都市圏との失業率格差が大きい
　こと，などの理由からである。
15期待所得の推計に際しては，データの制約上，職を得る確率を（1一失業率）で代替している。しかしながら，
　より精緻なモデルの構築には，期待所得の定義，用いるデータ等の詳細な検討が必要であり，本稿に残された
　課題である。
16Massey（1993）やTaylor（1998）は，賃金格差や期待所得格差は労働移動の必要条件ではなく，また期待所
　得が同じであっても，個人や世帯によって，期待所得が移動に与える影響は異なると指摘している。労働移動
　の決定要因に関する詳細は，D．　Massey　et　al，　Theories　of　lntemational　Migration，　A　Review　and、Appraisal，
　（Population　and　World　Development，1993．），J．　Taylor　and　P．　Martin，　Human　Capital：　Migiration　and　Rural
　Population　Change，（Handbook　of　Agricultural　Economics，1998．）を参照。
17賃金格差が地域間労働移動に与える影響について，単純回帰モデルを用いて分析を行った。独立変数を「期待
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賃金格差率（X）」，従属変数を「沖縄から他県への人口移動率（り」とすると，単純回帰モデルは，
　Yi＝a÷βXi＋u　　　i＝1，2，＿．，14，
但し，y＝沖縄から都市圏への人口移動率（沖縄県人口に占める都市圏転出者の割合）
　　　X＝都市圏を100とした場合の沖縄県と都市の期待賃金格差率
となる。分析に用いるデータは①「賃金セソサス」労働省政策調査部編，②「住民基本台帳人口移動報告年報」
総務省統計局，③「日本統計年鑑」総務省統計局，④「沖縄県統計年鑑」沖縄県，推計期間は1989－2002年であ
る。これらのデータをもとに，最小二乗法を用いて計測を行った。計測結果は以下の通りである。
　　Y＝　－1．528＋O．287X
　　　　（－1．02）　　（1．45）
　　　1～2＝0．149　　　1）．W＝0．47
但し，（）内はt値，躍決定係数，D．　W＝ダービソ・ワトソン統計量
計測結果より，係数α，βのt値がともに5％水準で有意でない。このことは，「期待賃金格差が労働移動に何ら影
響を与えていない」という帰無仮説を棄却できないことを意味している。したがって，本分析においては，トダ
ロ・モデルが主張する「期待賃金格差によって労働移動が生じる」という命題が，我が国においては妥当性を持
たないという結果が得られている。
18厳善平（2000）は，「経済発展の初期段階では，経済的要素が地域間労働移動を引き起こす最重要なファクター
　となるが，経済の発展段階が上がるにつれ，非経済的要素の重要性が増大するという事実を考えれば，移動決
　定に対するアメニティについて，さまざまな指標（たとえば，学校，医院，交通機関，電気・ガス，上下水
　道，快適な住宅，社会サービス）などを取り上げて検討しなければならない（「労働移動の理論と実証」『経済
　経営論集』桃山学院大学，2000年，24－25ページ）。」と指摘している。
19産業構造が高度化した我が国経済を考えると，地域間労働移動は，「職を得る確率」や「職を継続できる確率」
　以外にも，産業間の労働異動条件によっても規定されると考えられる。
20近年，トダロ・モデルを修正し，現実経済をより的確に捉えた新しい労働移動モデルの構築が多くなされてい
　る。とりわけ，スター’ク（Stark）らによって構築されたモデルは，従来の労働移動モデルが捨象してきた
　「リスク」や「不確実性」，さらには「情報」といった変数をモデルに内生化し，理論面からのアプローチだけ
　でなく，計量経済学的手法を用いて実証分析も行っている。これらのモデルの詳細は，R．　Lucas　and　O．　Stark，
　ルfotivations　to　remit：Evidence〆from　Botswana，（Journal　of　Political　Economy，　voL　931985．），0，　Stark　and　D．
　Bloom，　The　IVew　Economics　of　Labor　Migratio．n，（The　American　Economic　Review，　voL　751985．），0．　Stark　and
　J．　Taylor，　Migration　lncentives，　Migration　TyPes．’　the　Role　ofRelative　1）eprivation，（Economic　Journal，1991．）を参
　照。
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